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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第102期

中間連結会計期間
第103期

中間連結会計期間
第102期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上高 (千円) 40,235,753 40,605,560 81,485,321

経常利益 (千円) 3,858,098 4,264,829 7,981,110

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 2,483,483 2,899,513 5,380,064

中間包括利益又は包括利益 (千円) 2,886,709 6,166,943 5,772,411

純資産額 (千円) 124,140,839 132,491,442 126,337,575

総資産額 (千円) 152,147,069 161,255,594 153,933,928

１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 83.13 96.90 180.00

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.18 80.56 78.50

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,690,280 3,696,059 8,655,146

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,840,035 △2,262,409 △3,332,488

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △967,590 △1,168,019 △2,474,061

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 23,068,493 25,123,551 25,014,092
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．当社は第103期中間連結会計期間より従業員向け株式交付信託を導入しており、信託が保有する当社株式

を、１株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めておりま

す。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

（その他）

当中間連結会計期間において、非連結子会社であった名港海運興産株式会社は、重要性が増したため連結の範囲に

含めております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判

断したものであります。

　

（１）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資や雇用所得環境は堅調に推移するものの、米国の通

商政策や物価上昇、地政学的リスク等により、先行き不透明な状況が続いております。

このような環境のなかで、当社グループが営業の基盤を置く名古屋港の港湾貨物は、輸出は鉄鋼等が減少しまし

たが、自動車は前年並みとなりました。輸入はとうもろこし等が増加しました。

当社グループといたしましては、輸出貨物は、自動車部品等の取扱いが増加しました。輸入貨物は、とうもろこ

しや小麦等の取扱いが増加しました。なお、輸出前梱包等の付帯作業は、増加しました。

これらの結果、当中間連結会計期間の当社グループの業績は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自2024年４月１日
 至2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自2025年４月１日
 至2025年９月30日)

増減

金額 増減率

 売上高 40,235 40,605 369 0.9%

 営業利益 2,974 3,206 232 7.8%

 経常利益 3,858 4,264 406 10.5%

 親会社株主に帰属する中間純利益 2,483 2,899 416 16.8%
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セグメント別の売上高および営業利益または営業損失は次のとおりであります。

なお、当中間連結会計期間より、当社の非連結子会社であった名港海運興産株式会社は重要性が増したことによ

り、連結の範囲に含め、③その他に記載しております。

（単位：百万円）

  
前中間連結会計期間
(自2024年４月１日
 至2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自2025年４月１日
 至2025年９月30日)

増減

金額 増減率

 

 港湾運送部門 24,537 24,451 △85 △0.4%

 倉庫保管部門 5,188 4,740 △448 △8.6%

 陸上運送部門 5,994 6,248 254 4.2%

 航空貨物運送部門 1,587 2,083 495 31.2%

 その他の部門 2,055 2,255 199 9.7%

① 港湾運送およびその関連
　（営業利益）

39,364
（2,541）

39,779
（2,817）

415
（276）

1.1%
（10.9%）

 
② 賃貸
　（営業利益）

871
（422）

806
（380）

△64
（△41）

△7.4%
（△9.9%）

 
③ その他
　（営業損失）

－
（－）

18
（△1）

18
（△1）

－
（－）

 

 

① 港湾運送およびその関連

（港湾運送部門）

沿岸作業およびアジア地域における取扱いが増加となりましたが、船内作業および欧米における取扱いが

減少したことにより、減収となりました。

（倉庫保管部門）

国内外ともに保管貨物の取扱いが減少したことにより、減収となりました。

（陸上運送部門）

国内輸送の取扱いが増加したことにより、増収となりました。

（航空貨物運送部門）

輸出入ともに取扱いが増加したことにより、増収となりました。

（その他の部門）

タンク事業等の取扱いが増加したことにより、増収となりました。

② 賃貸

倉庫賃貸面積の減少により、減収となりました。

 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて10億13百万円増加し、516億37百万円となりました。これは、その他の流

動資産が３億86百万円増加したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて63億８百万円増加し、1,096億18百万円となりました。これは、投資有価

証券が67億82百万円増加したことなどによります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて73億21百万円増加し、1,612億55百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて５億53百万円減少し、114億４百万円となりました。これは、賞与引当金

が３億52百万円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて17億21百万円増加し、173億60百万円となりました。これは、繰延税金負

債が21億71百万円増加したことなどによります。

純資産は、前連結会計年度末に比べて61億53百万円増加し、1,324億91百万円となりました。これは、利益剰余金

が56億16百万円増加したことなどによります。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローの収入、投資活動による

キャッシュ・フローの支出、財務活動によるキャッシュ・フローの支出、これに現金及び現金同等物に係る換算差

額（２億34百万円の減少）があり、全体で31百万円の増加となりました。これに新規連結に伴う現金及び現金同等

物の増加78百万円があり、現金及び現金同等物の中間期末残高は251億23百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の営業活動により得られたキャッシュ・フローは、36億96百万円（前年同期比0.2％増）とな

りました。これは、税金等調整前中間純利益が41億83百万円（前年同期比5.3％増）あったことが主な要因でありま

す。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の投資活動により支出されたキャッシュ・フローは、22億62百万円（前年同期比23.0％増）

となりました。これは、有形固定資産の取得による支出が15億29百万円（前年同期比50.8％増）あったことが主な

要因であります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の財務活動により支出されたキャッシュ・フローは、11億68百万円（前年同期比20.7％増）

となりました。これは、配当金の支払額が６億87百万円（前年同期比15.2％増）あったことが主な要因でありま

す。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに

生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループといたしましては、取扱貨物量の確保とともに、多様化・複雑化する顧客ニーズに対応するため、

国内外において、物流施設および輸送用機器、荷役機器の拡充を進めてまいりました。

　また、労働人口減少社会の中でも、企業として持続的成長をはかるため、職場環境の整備、人材育成研修の強

化、ICTを活用した省人化・省力化等に取り組んでまいります。これら施設の有効活用および施策により、営業収益

を確保拡大し、業績の向上に全力を尽くす所存であります。

 

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、事業における、経済状況・海外事業・設備投資・自然災害・感染症・公的規制の変

化・情報セキュリティなどの諸リスクや、当社グループが営んでいる海・陸・空にわたる総合物流事業が公共的使

命を有することを認識し、常にサービスの向上に努めております。

　当社グループといたしましては、今後におきましても、適正な利潤の確保と企業の安定、確実な成長をはかり、

お客さま、株主、地域社会、パートナー、および従業員に報い、あわせて、名古屋港全体の発展に寄与する所存で

あります。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,006,204 33,006,204
名古屋証券取引所
メイン市場

単元株式数は100株で
あります。

計 33,006,204 33,006,204 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年４月１日～
2025年９月30日

― 33,006,204 ― 2,350,704 ― 1,273,431
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(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　株式会社日本カ
ストディ銀行)

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

1,574 5.24

株式会社商船三井 東京都港区虎ノ門二丁目１番１号 1,483 4.94

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦三丁目19番17号 1,457 4.85

株式会社あいち銀行 名古屋市中区栄三丁目14番12号 1,417 4.72

NIPPON ACTIVE VALUE FUND PLC
(常任代理人　香港上海銀行東
京支店)

1ST FLOOR, SENATOR HOUSE,85 QUEEN
VICTORIA STREET, LONDON, EC4V 4AB
 (東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

1,301 4.33

日本碍子株式会社 名古屋市瑞穂区須田町２番56号 1,037 3.45

名港海運従業員持株会 名古屋市港区入船二丁目４番６号 964 3.21

ノリタケ株式会社 名古屋市西区則武新町三丁目１番36号 959 3.19

大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目25番１号 810 2.69

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 803 2.67

計 ― 11,809 39.36
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式3,005千株があります。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

3,005,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

299,812 ―
29,981,200

単元未満株式
普通株式

― ―
19,904

発行済株式総数 33,006,204 ― ―

総株主の議決権 ― 299,812 ―
 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、従業員向け株式交付信託の財産として株式会社日本カスト

　　　ディ銀行（信託口）が保有する当社株式61,700株（議決権の数617個）が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
名港海運株式会社

名古屋市港区入船
二丁目４番６号

3,005,100 － 3,005,100 9.10

計 ― 3,005,100 － 3,005,100 9.10
 

（注）従業員向け株式交付信託の財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式61,700株は、

　　　上記の自己株式等には含まれておりません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 32,592,248 32,940,672

  受取手形及び売掛金 13,751,057 14,079,004

  電子記録債権 614,388 577,488

  未収還付法人税等 45,433 35,553

  その他 3,659,251 4,046,155

  貸倒引当金 △38,255 △41,528

  流動資産合計 50,624,123 51,637,345

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 76,753,206 76,937,090

    減価償却累計額 △41,311,638 △42,293,894

    建物及び構築物（純額） 35,441,567 34,643,195

   機械装置及び運搬具 17,942,143 18,067,889

    減価償却累計額 △13,808,700 △14,091,608

    機械装置及び運搬具（純額） 4,133,443 3,976,281

   土地 28,415,220 28,357,948

   リース資産 1,210,188 1,267,867

    減価償却累計額 △748,875 △858,610

    リース資産（純額） 461,313 409,256

   使用権資産 1,355,023 1,413,069

    減価償却累計額 △744,987 △905,051

    使用権資産（純額） 610,035 508,017

   建設仮勘定 59,652 907,064

   その他 3,089,017 3,200,818

    減価償却累計額 △2,208,727 △2,299,189

    その他（純額） 880,290 901,628

   有形固定資産合計 70,001,523 69,703,393

  無形固定資産   

   ソフトウエア 518,908 463,765

   ソフトウエア仮勘定 3,161 36,837

   リース資産 11,154 9,591

   その他 32,778 33,127

   無形固定資産合計 566,002 543,322

  投資その他の資産   

   投資有価証券 28,403,015 35,185,995

   長期貸付金 527,150 524,995

   繰延税金資産 579,589 450,854

   退職給付に係る資産 1,735,188 1,770,316

   その他 1,691,856 1,633,894

   貸倒引当金 △194,522 △194,522

   投資その他の資産合計 32,742,278 39,371,533

  固定資産合計 103,309,804 109,618,248

 資産合計 153,933,928 161,255,594
 

 

EDINET提出書類

名港海運株式会社(E04328)

半期報告書

10/23



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 4,976,470 5,228,134

  1年内返済予定の長期借入金 510,956 510,956

  リース債務 486,199 440,743

  未払法人税等 996,376 817,623

  賞与引当金 1,860,270 1,507,705

  株主優待引当金 10,730 392

  株式報酬引当金 - 10,220

  その他 3,116,265 2,888,286

  流動負債合計 11,957,268 11,404,062

 固定負債   

  長期借入金 4,284,540 3,929,062

  リース債務 637,105 523,003

  繰延税金負債 4,033,328 6,204,825

  役員退職慰労引当金 6,098 6,043

  退職給付に係る負債 3,840,110 3,896,387

  資産除去債務 2,096,787 2,101,491

  未払役員退職慰労金 26,225 10,300

  その他 714,887 688,976

  固定負債合計 15,639,083 17,360,088

 負債合計 27,596,352 28,764,151

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,350,704 2,350,704

  資本剰余金 1,597,043 1,674,467

  利益剰余金 101,564,613 107,181,157

  自己株式 △2,164,560 △2,178,264

  株主資本合計 103,347,801 109,028,065

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 12,457,824 16,985,901

  為替換算調整勘定 4,545,401 3,434,338

  退職給付に係る調整累計額 494,347 451,182

  その他の包括利益累計額合計 17,497,573 20,871,422

 非支配株主持分 5,492,201 2,591,954

 純資産合計 126,337,575 132,491,442

負債純資産合計 153,933,928 161,255,594
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

売上高 40,235,753 40,605,560

売上原価 31,706,469 31,696,195

売上総利益 8,529,283 8,909,364

販売費及び一般管理費 ※1  5,555,097 ※1  5,703,141

営業利益 2,974,186 3,206,222

営業外収益   

 受取利息 196,275 188,938

 受取配当金 533,670 639,740

 持分法による投資利益 69,630 181,470

 為替差益 20,803 -

 その他 88,777 83,161

 営業外収益合計 909,155 1,093,311

営業外費用   

 支払利息 17,321 22,807

 為替差損 - 5,597

 その他 7,921 6,298

 営業外費用合計 25,243 34,704

経常利益 3,858,098 4,264,829

特別利益   

 固定資産売却益 116,143 -

 特別利益合計 116,143 -

特別損失   

 投資有価証券評価損 - 2,860

 固定資産解体費用 - 78,560

 特別損失合計 - 81,420

税金等調整前中間純利益 3,974,242 4,183,409

法人税、住民税及び事業税 1,029,231 882,040

法人税等調整額 293,270 230,076

法人税等合計 1,322,502 1,112,116

中間純利益 2,651,740 3,071,292

非支配株主に帰属する中間純利益 168,257 171,778

親会社株主に帰属する中間純利益 2,483,483 2,899,513
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

中間純利益 2,651,740 3,071,292

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,953,395 4,360,251

 為替換算調整勘定 2,233,417 △1,245,057

 退職給付に係る調整額 △40,807 △66,945

 持分法適用会社に対する持分相当額 △4,245 47,402

 その他の包括利益合計 234,968 3,095,650

中間包括利益 2,886,709 6,166,943

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 2,674,091 5,973,445

 非支配株主に係る中間包括利益 212,618 193,497
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 3,974,242 4,183,409

 減価償却費 1,753,087 1,867,379

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,119 4,663

 賞与引当金の増減額（△は減少） 113,912 △361,987

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 944 484

 退職給付に係る資産・負債の増減額 △94,138 △101,268

 株式報酬引当金の増減額（△は減少） - 10,220

 受取利息及び受取配当金 △729,945 △828,679

 支払利息 17,321 22,807

 為替差損益（△は益） △95 △86

 持分法による投資損益（△は益） △69,630 △181,470

 固定資産売却損益（△は益） △116,143 -

 投資有価証券評価損益（△は益） - 2,860

 売上債権の増減額（△は増加） △19,670 △435,578

 仕入債務の増減額（△は減少） △157,529 301,099

 未収消費税等の増減額（△は増加） △24,205 151,670

 その他 △633,317 △766,809

 小計 4,012,712 3,868,715

 利息及び配当金の受取額 761,767 881,451

 利息の支払額 △17,321 △22,807

 法人税等の支払額 △1,137,474 △1,076,731

 法人税等の還付額 70,595 45,433

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,690,280 3,696,059

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △5,905,619 △8,377,140

 定期預金の払戻による収入 4,975,857 7,633,330

 有形固定資産の取得による支出 △1,014,113 △1,529,657

 有形固定資産の売却による収入 120,055 2,582

 無形固定資産の取得による支出 △73,320 △44,226

 投資有価証券の取得による支出 △2,724 △3,028

 出資金の払込による支出 △1,151 △921

 貸付けによる支出 - △4,054

 貸付金の回収による収入 17,390 17,649

 保険積立金の払込による支出 - △52,528

 その他 43,590 95,584

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,840,035 △2,262,409

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 100,000 -

 長期借入金の返済による支出 △286,794 △255,478

 リース債務の返済による支出 △178,438 △220,531

 自己株式の純増減額（△は増加） △149 △338

 配当金の支払額 △597,222 △687,791

 非支配株主への配当金の支払額 △4,986 △3,880

 財務活動によるキャッシュ・フロー △967,590 △1,168,019

現金及び現金同等物に係る換算差額 781,453 △234,435

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,664,107 31,194

現金及び現金同等物の期首残高 21,404,386 25,014,092

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 78,264

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  23,068,493 ※1  25,123,551
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【注記事項】

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

（連結の範囲の重要な変更）

　当中間連結会計期間より、当社の非連結子会社であった名港海運興産株式会社は重要性が増したことにより、

連結の範囲に含めております。
 

 

(中間連結貸借対照表関係)

　　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

飛島コンテナ埠頭㈱   

連帯保証額 1,821,634千円 1,497,253千円

（契約上の当社負担額） (100,189) (82,348)
 

 

(中間連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

給与手当 2,421,704千円 2,725,555千円

賞与引当金繰入額 916,125 696,386 

退職給付費用 108,157 86,320 

減価償却費 175,038 224,963 
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

現金及び預金 30,236,257千円 32,940,672千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△7,167,764 △7,817,121

現金及び現金同等物 23,068,493 25,123,551
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 597,222 20.00 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月12日
取締役会

普通株式 687,793 23.00 2024年９月30日 2024年12月３日 利益剰余金
 

 

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 687,791 23.00 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月12日
取締役会

普通株式 1,050,038 35.00 2025年９月30日 2025年12月２日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 
Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２ 

港湾運送および
その関連

賃貸 計

売上高      

 外部顧客への売上高 39,364,435 871,318 40,235,753 ― 40,235,753

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

2,592 269,843 272,435 △272,435 ―

計 39,367,027 1,141,161 40,508,188 △272,435 40,235,753

セグメント利益 2,541,039 422,129 2,963,168 11,018 2,974,186
 

(注) １．セグメント利益の調整額11,018千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他
（注）１、
２

合計
調整額
（注）３

中間連結
損益計算書
計上額
（注）４

 
港湾運送
および
その関連

賃貸 計

売上高        

 外部顧客への売上高 39,779,981 806,814 40,586,796 18,763 40,605,560 ― 40,605,560

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

2,700 262,999 265,699 51,904 317,603 △317,603 ―

計 39,782,681 1,069,814 40,852,496 70,667 40,923,164 △317,603 40,605,560

セグメント利益
又は損失（△）

2,817,253 380,152 3,197,406 △1,667 3,195,738 10,483 3,206,222
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業等を含んでおりま

す。

２．当中間連結会計期間より連結子会社とした名港海運興産株式会社は「その他」に含めております。

３．セグメント利益の調整額10,483千円は、セグメント間取引消去であります。

４．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

   (単位：千円)

 報告セグメント

合計
 

港湾運送および
その関連

賃貸

港湾運送部門 24,537,807 ― 24,537,807

倉庫保管部門 5,188,910 ― 5,188,910

陸上運送部門 5,994,429 ― 5,994,429

航空貨物運送部門 1,587,527 ― 1,587,527

その他の部門 2,055,759 ― 2,055,759

顧客との契約から生じる収益 39,364,435 ― 39,364,435

その他の収益 ― 871,318 871,318

外部顧客への売上高 39,364,435 871,318 40,235,753
 

 

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

    (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注）１、２
合計

 
港湾運送および
その関連

賃貸

港湾運送部門 24,451,900 ― ― 24,451,900

倉庫保管部門 4,740,799 ― ― 4,740,799

陸上運送部門 6,248,530 ― ― 6,248,530

航空貨物運送部門 2,083,501 ― ― 2,083,501

その他の部門 2,255,249 ― 18,763 2,274,012

顧客との契約から生じる収益 39,779,981 ― 18,763 39,798,745

その他の収益 ― 806,814 ― 806,814

外部顧客への売上高 39,779,981 806,814 18,763 40,605,560
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業等を含んでおりま

す。

２．当中間連結会計期間より連結子会社とした名港海運興産株式会社は「その他」に含めております。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

　　１株当たり中間純利益金額 83円13銭 96円90銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益金額(千円) 2,483,483 2,899,513

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する中間
   純利益金額(千円)

2,483,483 2,899,513

   普通株式の期中平均株式数(千株) 29,875 29,921
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２．当社は当中間連結会計期間より従業員向け株式交付信託を導入しており、信託が保有する当社株式を、１株

　　 当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。（当中

    間連結会計期間61,700株）
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２ 【その他】

 

第103期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）中間配当について、2025年11月12日開催の取締役会において、

2025年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 　    1,050,038千円

② １株当たりの金額　　　　　　　　　　 　　　　　 　　  35円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　    2025年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年11月13日
 

名港海運株式会社

取締役会　御中
 

 

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　賢次  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岸田　好彦  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名港海運株式会

社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、名港海運株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
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ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

　
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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